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上記の事項は、法令および当社定款及び当社定款第 14 条の規定に基づき、株主様に対して交付す

る書面への記載を省略しております。 
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連 結 注 記 表 
 

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

（1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数は浪花建設運輸株式会社１社であり、非連結子会社はありません。 

（2）連結子会社の事業年度等に関する事項 

浪花建設運輸株式会社の決算日は 12 月 31 日であり、連結決算日と異なっておりますが、決算日の

差異が３ヶ月を超えないため、当該連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。但し、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

（3）会計方針に関する事項 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)を採用しております。 

そ の 他 有 価 証 券 

市場価格のない株式等以外のもの…期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。） 

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法を採用しております。 

②貯蔵品の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法）を採用しております。 

③有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法 

建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は

定額法、その他は定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 及 び 構 築 物 15 年 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 12 年 

④無形固定資産の減価償却の方法 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

⑤リース資産の減価償却の方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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⑥重要な引当金の計上基準 

イ.貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ.賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に備えるため、翌連結会計年度支給見込額のうち当連結会計年度

負担額を計上しております。 

ハ.環境対策引当金 

第２タンクターミナル内において発生した土壌及び地下水汚染の浄化費用として、今後見込

まれる金額を計上しております。 

二.業績連動報酬引当金 

業務執行取締役に対して支給する金銭の給付に備えるため、当連結会計年度末における支給

見込額に基づき計上しております。 

 

⑦退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び当社の連結子会社は、退職給付に係る資産及び負債並びに退職給付費用の計算に、在

籍する従業員については企業年金制度に移行した部分も含めた退職給付制度全体としての自己

都合要支給額を基に計算した額を退職給付債務とし、年金受給者及び待期者については年金財

政計算上の数理債務の額をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。 

⑧重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び当社の連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の

とおりであります。 

イ. 倉庫業務 

主な履行義務は寄託を受けた貨物の倉庫における入庫作業、保管、出庫作業等の一貫の取引 

業務であります。保管業務は、契約期間にわたり均等に履行義務が充足されると判断し、契

約期間にわたり均等に収益を認識しております。入出庫業務では作業完了時点でそれぞれ履

行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。 

ロ. 港湾運送業務 

      主な履行義務は船内荷役・沿岸荷役であり、大型港湾荷役機械などを使用し、ばら積貨物の

船積み及び陸揚げ並びにその荷捌き業務を行っております。当該業務は作業が完了した時点

で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。 

ハ. 海上・陸上運送業務 

      主な履行義務は国内における船舶及び自動車による貨物運送を行うことであり、当該業務

は、運送の進捗とともに履行義務が充足されると判断し、運送の進捗に基づき収益を認識し

ております。 

 

なお、一部の取引については、サービスを手配することが履行義務であり、代理人としての取

引に該当すると判断しております。当該取引については、顧客から受け取る対価の総額から仕

入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。 

 

一部不動産賃貸については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号）に基づく

取引であり、顧客との契約から生じる収益以外の収益であります。 

⑨重要なヘッジ会計の方法 

長期借入金の金利変動リスクをヘッジする目的の金利スワップ取引については、金融商品会計

基準に定める特例処理を採用しております。 
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２.表示方法の変更 
 

損益計算書 

    前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました「遊休設備費」（前連結

会計年度 3,550 千円）については、損益計算書の開示の明瞭性を高める観点から、当連結会計年

度においては区分掲記しております。 

 
 
３. 連結貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 18,056,105 千円  

（2）担保資産及び担保付債務 

① 担保に供している資産 

 
リ ー ス 投 資 資 産  

有 形 固 定 資 産 

投 資 有 価 証 券 

729,407 千円 

3,234,826 千円 

586,596 千円 

 

     計 4,550,830 千円  

なお、上記リース投資資産及び有形固定資産は全て港湾運送事業財団抵当に供しております。 

② 担保付債務（１年内返済予定額を含む） 

 
長 期 借 入 金  532,200 千円 

 
なお、上記①のほか、投資有価証券 200,000 千円を大阪市に土地賃借契約保証金として差し入

れております。 

 

 

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当連結会計年度 

期首株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 1,540,000 ― ― 1,540,000 

合計 1,540,000 ― ― 1,540,000 

（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2023年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 45,208 30.00 2023年３月31日 2023年６月29日 

（3）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

付議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総
額（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2024年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 45,359 30.00 
2024年 

３月31日 

2024年 

６月27日 
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５. 金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社グループでは、資金運用については短期的な預金等に、また、資金調達については銀行借

入によることを基本としております。デリバティブ取引につきましては借入金の金利変動リス

クを回避するために利用しており、投機的な取引は行いません。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金及びリース投資資産は顧客の信用リスクにさらされております。当該リ

スクに関しては、与信管理並びに取引先ごとの回収期日管理及び残高管理を行っております。 

有価証券及び投資有価証券は満期保有目的の債券及びその他有価証券であります。その他有価

証券につきましては主に取引先企業の株式であり、市場価格の変動リスクにさらされておりま

す。当該リスクに関しては定期的に時価を把握し、取引先企業との関係等を勘案して、保有の

継続を適時検討しております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は１年以内の支払期日となっております。 

長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。借入金には変動金利のものが含まれて

おり金利の変動リスクにさらされておりますが、支払利息の固定化を図るためにデリバティブ

取引(金利スワップ取引)をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性評価の方法に

つきましては、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性

評価を省略しております。デリバティブ取引につきましては社内規程に基づく決裁を受け、取

引を実行しております。 

買掛金及び借入金は流動性リスクにさらされております。当該リスクに関しては月次、半期及

び中長期の資金繰計画を作成し、適時見直すなどの方法により管理しております。 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

2024 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省

略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して

おります。デリバティブ取引に関し金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされてい

る長期借入金と一体として処理されるため、その時価は、当該長期借入金等の時価に含めて記載し

ております。 
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  連結貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

資産    

(1) 売掛金 352,763 千円   

 貸倒引当金(※1) △1,659 千円   

  351,104 千円 351,104 千円 ― 千円 

(2) リース投資資産 729,407 千円   

 貸倒引当金(※2) △3,575 千円   

  725,832 千円 727,696 千円 1,864 千円 

(3) 投資有価証券    

 ① 満期保有目的の債券 200,000 千円 194,674 千円 △5,326 千円 

 ② その他有価証券(※3) 3,735,272 千円 3,735,272 千円 ― 千円 

資産計 5,012,209 千円 5,008,747 千円 △3,461 千円 

負債    

(1) 支払手形及び買掛金 92,280 千円 92,280 千円 ― 千円 

(2) 長期借入金(※4) 1,593,856 千円 1,559,478 千円 △34,377 千円 

負債計 1,686,136 千円 1,651,759 千円 △34,377 千円 
※1 売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

※2 リース投資資産に対応する貸倒引当金を控除しております。 

※3 非上場株式(連結貸借対照表計上額 1,590 千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを 

     見積もることができず、時価を把握することが極めて困難であると認められるためその他有価証券に 

   は含めておりません。 

※4 1 年内の返済予定額を含んでおります。 

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

 レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価。 

 レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価。 

 レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してお

ります。 

 

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産 

区分 
時価（千円） 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 3,692,665 ― ― 3,692,665 

その他 42,606 ― ― 42,606 

計 3,735,272 ― ― 3,735,272 
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② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 
時価（千円） 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

リース投資資産 ― 727,696 ― 727,696 

投資有価証券     

満期保有目的の債券 ― 194,674 ― 194,674 

資産計 ― 922,370 ― 922,370 

長期借入金 ―          1,559,478 ― 1,559,478 

負債計 ― 1,559,478 ― 1,559,478 

 

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
  リース投資資産 
   これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信

用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。 

  
  投資有価証券 
   上場株式、満期保有目的の債券は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な

市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当
社が保有している地方債（満期保有目的の債券）は、市場での取引頻度が低く、活発な市
場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しておりま
す。 

 
  長期借入金 
   これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

６. 賃貸等不動産に関する注記 

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社グループが大阪市において行っている倉庫業及びタンクを利用した液体貨物の入出庫保管業務

の一部に、倉庫又はタンクの賃貸を伴う契約を締結している場合があります。 

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価 

1,405,032 千円 1,532,616 千円 

(注)1  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

(注)2  当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定された価額によってお

ります。 
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７. 収益認識に関する注記 

 （1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報                    （千円） 

  
報告セグメント その他

（注） 
合計 

ばら貨物 液体貨物 物流倉庫 計 

 荷役業務 750,181 223,018 33,747 1,006,947 ― 1,006,947 

 保管業務 405,874 942,490 65,886 1,414,251 ― 1,414,251 

 海上運送業務 362,059 ― ― 362,059 ― 362,059 

 陸上運送・その他業務 687,877 190,347 5,214 883,439 20,118 903,558 

顧客との契約から生

じる取引 
2,205,994 1,355,857 104,847 3,666,699 20,118 3,686,817 

その他の収益 ─ ─ 425,548 425,548 ─ 425,548 

外部顧客への売上高 2,205,994 1,355,857 530,396 4,092,247 20,118 4,112,366 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による

売電事業であります。 

 

 （2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

    連結注記表1.（3）⑧「重要な収益及び費用の計上基準」をご参照下さい。 

 

 （3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 

   ①契約負債の残高等                             （千円） 

 当連結会計年度 

契約負債（期首残高） 29,701 

契約負債（期末残高） 28,389 

 

②残存履行義務に配分した取引価格 

 当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載

を省略しております。 

 

 

 

８. １株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額 4,143円85銭

（2）１株当たり当期純利益 140円13銭
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個 別 注 記 表 
 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法を採用しております。 

満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)を採用しております。 

そ の 他 有 価 証 券 

市場価格のない株式等以外のもの…期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。） 

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法を採用しております。 

（2）貯蔵品の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

を採用しております。 

（3）固定資産の減価償却方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物は

定額法、その他は定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 16 年 

構 築 物 15 年 

機 械 及 び 装 置 12 年 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（4）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち当事業年度負担額を計

上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び確定給付企業年金制

度に係る年金資産の見込額に基づき計上しております。 

当社は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、在籍する従業員については企業年金制度

に移行した部分も含めた退職給付制度全体としての自己都合要支給額を基に計算した額を退職

給付債務とし、年金受給者及び待期者については年金財政計算上の数理債務の額をもって退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。 

なお、当事業年度末においては、年金資産の額が退職給付債務の額を超えているため、前払年

金費用（「投資その他の資産」の「その他」に含む）として貸借対照表に計上しております。 
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④環境対策引当金 

第２タンクターミナル内において発生した土壌及び地下水汚染の浄化費用として、今後見込ま

れる金額を計上しております。 

      ⑤業績連動報酬引当金 

業務執行取締役に対して支給する金銭の給付に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき計上しております。 

 

（5）収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

イ. 倉庫業務 

主な履行義務は寄託を受けた貨物の倉庫における入庫作業、保管、出庫作業等の一貫の取引

業務であります。保管業務は、契約期間にわたり均等に履行義務が充足されると判断し、契

約期間にわたり均等に収益を認識しております。入出庫業務では作業時点でそれぞれ履行義

務が充足されると判断し、収益を認識しております。 

    ロ．港湾運送業務 

      主な履行義務は船内荷役・沿岸荷役であり、大型港湾荷役機械などを使用し、ばら積貨物の

船積み及び陸揚げ並びにその荷捌き業務を行っております。当該業務は作業が完了した時点

で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。 

    ハ．海上・陸上運送業務 

      主な履行義務は国内における船舶及び自動車による貨物運送を行うことであり、当該業務

は、運送の進捗とともに履行義務が充足されると判断し、運送の進捗に基づき収益を認識し

ております。 

 

なお、一部の取引については、サービスを手配することが履行義務であり、代理人としての取引

に該当すると判断しております。当該取引については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先

に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。 

 

一部不動産賃貸については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号）に基づく取

引であり、顧客との契約から生じる収益以外の収益であります。 

（6）ヘッジ会計の方法 

長期借入金の金利変動リスクをヘッジする目的の金利スワップ取引については、金融商品会計基準

に定める特例処理を採用しております。 

 

 

２．表示方法の変更 

貸借対照表 

前事業年度において「流動負債」の「その他」に含めておりました「前受金」（前事業年度

26,514 千円）、「預り金」（前事業年度 6,862 千円）については、貸借対照表の開示の明瞭性を高

める観点から、当事業年度においては区分掲記しております。 

 

  損益計算書 

    前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました「遊休設備費」（前事業年度

3,550 千円）については、損益計算書の開示の明瞭性を高める観点から、当事業年度においては

区分掲記しております。 
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３. 貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 17,729,045 千円  

（2）担保資産及び担保付債務 

① 担保に供している資産 

 
リ ー ス 投 資 資 産  

有 形 固 定 資 産 

投 資 有 価 証 券 

729,407 千円 

3,234,826 千円 

586,596 千円 

 

     計 4,550,830 千円  

なお、上記リース投資資産及び有形固定資産は全て港湾運送事業財団抵当に供しております。 

② 担保付債務（１年内返済予定額を含む） 

 
長 期 借 入 金  532,200 千円 

 
なお、上記①のほか、投資有価証券 200,000 千円を大阪市に土地賃借契約保証金として差し入

れております。 

（3）関係会社に対する金銭債権債務（貸借対照表に区分表示したものを除く） 

 
短 期 金 銭 債 権 

短 期 金 銭 債 務 

   945 千円 

123,278 千円 
 

 

 

４. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高の総額 927,097 千円 

営業取引以外の取引高の総額 103,589 千円 

 

 

５. 株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当 事 業 年 度 

期首株式 数 (株 ) 

当 事 業 年 度 

増加株式 数 (株 ) 

当 事 業 年 度 

減少株式 数 (株 ) 

当 事 業 年 度 末 

株 式 数 ( 株 ) 

自己株式     

 普通株式 33,040 82 5,100 28,022 

合計 33,040 82 5,100 28,022 
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６. 税効果会計に関する注記 

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

長期未払金  3,412 千円 

環境対策引当金  18,380 千円 

減損損失  4,445 千円 

賞与引当金  13,844 千円 

減価償却超過額  4,626 千円 

その他  43,695 千円 

繰延税金資産小計  88,404 千円 

評価性引当額  △37,711 千円 

繰延税金資産合計  50,693 千円 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  938,934 千円 

前払年金費用  15,171 千円 

その他  10,545 千円 

繰延税金負債合計  964,651 千円 

繰延税金負債の純額  913,958 千円 

   

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 30.6 ％ 

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 ％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.8 ％ 

住民税均等割額 0.9 ％ 

評価性引当額の増減額 △0.3 ％ 

その他 △0.0 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.0 ％ 
 
 

 

７. 関連当事者との取引に関する注記 

属 性 
会 社 等 

の 名 称 

議決権等の 

所有(被所

有 ) 割 合 

関 係 内 容 
取 引 の 

内 容 

取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 
役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

そ の 他 の 

関 係 会 社 

埠 頭 

ジ ャ ス 

タ ッ ク ㈱ 

被所有 
 
直接 19.2% なし 

作業の委

託 ･ 工 事

の発注他 

作 業 料 

工事代他 

704,801 

250,121 

未収入金 

買 掛 金 

未 払 金 

未払費用 

945 

61,703 

6,270 

34,829 
（注）1.取引金額及び期末残高には消費税等が含まれております。 

2.埠頭ジャスタック㈱の役員及びその近親者が当社株式の議決権の6.4％を所有しております。 

3.取引条件及び取引条件の決定方針 

埠頭ジャスタック㈱との作業料金に関しては、港湾運送事業届出料金を基準に設定しております。 

また、工事代金に関しては、資材費等を勘案して決定しております。 

 

８.収益認識に関する注記 
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

   連結計算書類の「連結注記表 ７．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しています。 
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９. １株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額 4,129円34銭

（2）１株当たり当期純利益 142円83銭
 
 


